
為替週間展望＝ドル円は上値を追う動きか

　　　　　　　　　　［１０月５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    9 月 28 日～ 10 月 2 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  157.28   158.45( 1)    156.38(30)    157.87   +0.59

ユーロ・ドル  1.1381   1.1395(28)    1.1215( 1)    1.1254   -0.0137

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    68,309.46    +1945.26     日本10年債利回り   3.093   +0.010

ダウ平均株価    50,926.56     -902.06     米10年債利回り     5.241   +0.080

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

５日　　※臨時国会召集 高市首相の所信表明演説

　　　　独９月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏９月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英９月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏８月生産者物価指数

　　　　米９月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米９月ＩＳＭ非製造業景況指数

６日　　植田日銀総裁、片山財務相　全国証券大会であいさつ

　　　　独８月製造業受注指数

　　　　スイス９月雇用統計

　　　　ユーロ圏８月小売売上高指数

　　　　米８月貿易収支

　　　　カナダ８月貿易収支

　　　　カナダ９月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

７日　　日本８月景気動向指数速報値

　　　　独８月鉱工業生産指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨

８日　　日銀支店長会議（さくらレポート）

　　　　日本８月経常収支

　　　　独８月貿易収支

　　　　米新規失業保険申請件数

９日　　日本８月勤労者世帯家計調査

　　　　カナダ９月雇用統計

　　　　米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】原油高が米長期金利の上昇につながり、ドルの支援材料となってい

る。今後の一連の経済指標で米国経済の堅調さが確認できるようなら、一段とドル買い

の動きが進む見通しと指摘した。ドル円は一時１５９円台に乗せるなど、徐々に上値を

伸ばしており、今後も堅調な流れが見込まれる。ただ、介入警戒感から上値を抑えられ

やすくなるとした。

　　　　

【ドル円は１５６円台へ下落後に１５８円台へ戻す】

　９月２５日から１０月２日にかけては、日米政府の円安牽制により、１５６円台前半

まで下落した後、日銀の早期利上げ警戒の後退、原油高、米長期金利の上昇により、１

５８円台半ばまで戻りを見せた。

　　

　９月２５日（１５９円手前　→　１５７円割れ）：　日米首脳会談でトランプ大統領
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が円安への懸念を示したと報じられたことや、日米財務相電話会談で「強固なファンダ

メンタルズを反映した強い円が望ましい」「過小評価は問題」との認識が共有されたこ

とで、口先介入への警戒から大きく値崩れした。

　　

　９月２８日～２９日（１５７円台後半　→　１５６．５０近辺　→　１５７円台後

半）：三村財務官の「高市首相、片山財務相、米国からのメッセージは非常にクリアな

もの、市場が素直に受け止めてくれればいい」との発言報じられ、日米両国の円安けん

制姿勢への警戒感から円買いが強まった。一時１５６．５０近辺まで下落。その後は下

げ渋った。

　　

　９月３０日（１５７円台半ば　→　１５６．３０台　→　１５７円台半ば）：　午前

中に円安牽制を意識した売りが加速し、１５６．３０台まで下落。しかしＮＹ市場では

米ＧＤＰ確報値など景気指標の堅調さから米長期金利が上昇し、１５７円台半ばへ戻り

を見せた。

　　

　１０月１日（１５７円台前半→１５８円台半ば　→　１５８円を挟んでの振幅）：　

日銀会合の「主な意見」公表を受け、追加利上げの示唆があったものの、利上げ加速を

後押しするような内容ではないことが円売りにつながった。また、内閣府から利上げに

くぎを刺す意見が出たことで早期利上げ警戒が後退し、大きくドル高円安が進んだ。Ｎ

Ｙ市場で１５７．２０台まで下落する場面もあったが、原油高などを背景に再び１５８

円台を回復した。

　　

　１０月２日（１５８円近辺で振幅）：　午前８時半に発表された９月の東京都区部消

費者物価指数が市場予想を上回ったことなどから円買いの動きに傾き、一時１５７．７

０台まで下落したものの、すぐに１５８円台を回復するなど、底堅い動きとなった。

　　

【ＦＯＭＣ議事要旨などに注目】

　１０月５日～１０月９日の週に予定される日米の経済指標やイベントとしては、５日

の米９月サービス業ＰＭＩ確報値や米９月ＩＳＭ非製造業景況指数、６日の米８月貿易

収支、７日の日本８月景気動向指数速報値、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要

旨、８日の日本８月経常収支、米新規失業保険申請件数、９日の日本８月勤労者世帯家

計調査、米１０月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値などがある。

　　

　７日には９月１５～１６日に開催された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の議事要

旨が発表される。この会合では１２対ゼロの全会一致で政策金利を０．２５％引き上げ

て、３．７５～４．００％にすることを決定した。今後の利上げペースに関するヒント

などが出てくるかが注目される。

　　

　その後の原油高や米長期金利の上昇を背景に、年内にあと１～２回の利上げが見込ま

れている。次回１０月２７～２８日のＦＯＭＣでの利上げ確率は３５％前後となってい

るほか、１２月のＦＯＭＣまでに１回ないし２回の利上げが行われる確率は９０％前後

となっている。

　　

　３０日発表の８月の米個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数が市場予想を下回り、一時や

やドル売りに傾く場面もあった。ただ、９月の米ＡＤＰ雇用者数は市場予想を上回り、

米第２四半期ＧＤＰ確報値や個人消費確報値はいずれも市場予想を上回る結果となっ

た。米経済指標は堅調なものが多く、ＰＣＥ物価指数の下振れによるドル安の影響を相

殺した。

　　

ＰＣＥ価格指数は予想を下回ったものの、前年比は＋３．４％、コア前年比は＋３．

０％と高水準を維持している。ＮＹ原油が９０ドル前後で高止まりする中、米１０年債

利回りは１日には一時５．３４％前後まで上昇し、ドルの堅調さを支えている。

　　

　原油高によるインフレ懸念や米国経済の堅調さから、ドルは底堅い動きが見込まれ

る。一方で、日銀の利上げ継続への積極的な姿勢が感じられず、円売り圧力も根強いと

みられる。こうした中、ドル円は上値を追う展開が続くと予想されるが、１６０円が視

野に入ると介入警戒感から上値を抑えられそうだ。目先の予想レンジは１５６．００～

１６０．５０円。

　　



【ユーロドルもポンドドルも上値の重い展開か】

　ユーロドルはドルの堅調さを背景に下落トレンドが継続しており、１０月１日には

１．１３ドルを割り込んだ。陰線で引ける日が多く、下向きで推移する５日移動平均線

が抵抗となっており、さらに下値を探る展開が見込まれる。目先の予想レンジは１．１

１００～１．１３７０ドル。

　　

　ポンドドルは１．３２ドル割れまで下落した後は安値圏でのもみ合いが続いている。

英中銀（ＢＯＥ）による年内１～２回程度の利上げが見込まれていることから、年内１

回程度の利上げを見込む欧州中央銀行（ＥＣＢ）と比べてポンドの方がやや底堅い展開

とみられる。ただ、ポンドドルもドルの堅調さを背景に、調整一巡後は再び下げに転じ

るとみられる。目先の予想レンジは１．３０００～１．３３００ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、５日の独９月サービス業ＰＭＩ確報

値、ユーロ圏９月サービス業ＰＭＩ確報値、英９月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏

８月生産者物価指数、６日の独８月製造業受注指数、ユーロ圏８月小売売上高指数、７

日の独８月鉱工業生産指数、８日の独８月貿易収支、９日のカナダ９月雇用統計などが

ある。
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